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小学校区程度のエリアを設定

事務局（ＰＣ）

各保護者家庭
（希望者）

・街中での見守り

・在宅待機など

・ＰＴＡ

・まちづくり防犯グループ

・各種地域団体

・見守り協力者

地域の特性に応じた選択と

役割分担が必要

必要に応じて
警備会社とも提携

警察

エリア外への移動

＝連れ去りの可能性

一定時間の定点滞在

＝連れ去り時のＧＰＳ放置、

いじめ等の可能性

緊急時
通報・駆けつけ

情報収集拠点

端末破壊・電源ＯＦＦ

＝連れ去りの可能性

寄り道

警報

警報
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配布資料

確認・報告

連絡

保護者のみ
検索可能

危険信号発信

＝暴漢の可能性

警報

警報

学校・スポーツクラブ２１クラブハウス等

場所の提供



■既存の防犯体制との比較

防犯ブザーと

地域の見守り（現状）

ＧＰＳ携帯電話 ＧＰＳ専用端末と

地域の見守り

防犯個人契約

保護者の負担 ・交代制の見守り ・通常の携帯代 ・交代制の見守り

・端末レンタル代

駆けつけ料が含まれる
契約を希望すると費用
負担大

行政の役割 ・ブザー代の負担・貸
与

・地域組織の調整

・なし ・地域組織の調整

・駆けつけ提携費用

なし

メリット・デメリット 安価ですむが、安全性
が他に比べ低い

・手軽

・ＧＰＳ以外の機能を子
どもが使う可能性が高
い

・いつ起こるかわから
ないことへの負担が大
きい

問題点等 ・緊急時に音を出す勇
気が出るか？

・緊急時に大人に緊急
性が伝わらない可能性
が大きい

・小学生に携帯電話を
持たすモラルの維持

・学校への持込の問題

・



（仮）各地域ごとの子どもの見守り活動推進計画

地元住民・組織

住民への協力依頼・情報提供・活動支援など

（仮称）防犯活動推進チーム（窓口）

活動するにあたっての行政に対する要望など

活動費用や実現性も勘案した

持続可能な体制整備の方向性の設定

（依頼）

安全・安心対策グループ

・国民保護計画策定

・防災

・危機管理指針の作成

・防犯など

事務局として関与？

教育委員会

・学校

・ＰＴＡ

・青少年愛護協議会

市民活動支援課

・防犯協会

・自治会

・コミュニティ協会

・ＮＰＯなど

情報システムＧ

・ＩＴ技術の研究

・情報提供、活用助言

兵庫県

・警察

・県民交流広場事業

・まちづくり防犯
グループ

市全体の方向性の設定

（仮）西宮市安全推進ビジョン

整合
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